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1 H30.8.23 H30.9.4

①都立七生特別支援学校(30)改築及び改修電気設備
工事
②都立東村山高等学校(30)改築電気設備工事
別紙明細書、共通費算定書 及び 見積比較表

131 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

2 H30.8.28 H30.9.5
・東京スタジアム(30)改修給水衛生設備工事
・東京都公文書館(29)改築空調その他設備工事
の別紙明細書

36 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

3 H30.8.30 H30.9.5
東京国際展示場(28)増築空調設備工事の工事積算内
訳書、別紙明細及び見積比較表

205 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

4 H30.8.23 H30.9.6
建築工事積算標準単価表（平成30年7月1日付）
電気設備工事積算標準単価表（平成30年7月1日付）
機械設備工事積算標準単価表（平成30年7月1日付）

87 1 1
(７条３号)法人が発行する刊行物に掲載されている価格情報は、法人が著作権を有してい
るが、この価格情報から引用した単価が公になり、広く流布された場合、法人の競争上又
は事業運営上の地位その他社会的地位が損なわれると認められるため

財務局建築
保全部技術
管理課

5 H30.8.23 H30.9.6
建築工事積算標準単価表（平成29年7月1日付）
電気設備工事積算標準単価表（平成29年7月1日付）
機械設備工事積算標準単価表（平成29年7月1日付）

765 1
財務局建築
保全部技術
管理課

6 H30.8.28 H30.9.10

・東京国際展示場(28)増築電気設備工事
・東京国際展示場(28)増築空調設備工事
・東京国際展示場(28)増築給水衛生設備工事
・東京国際展示場(28)増築エレベーター設備工事
・東京国際展示場(28)増築エスカレーター設備工事
・東京国際展示場(28)増築動く歩道設備工事(その2)
・東京国際展示場(28)増築特殊消火設備工事
の工事積算内訳書

331 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

7 H30.8.28 H30.9.12 東京都地価調査鑑定評価書 5 1 1 1 1 1

（７条第２号）個人所有の土地の場合は、取引当事者の財産に関する情報であり、試算価
格算定内訳の情報を組み合わせることにより特定の個人を識別することができるため
（７条第３号）法人所有の土地の場合は、試算価格算定内訳の情報を組み合わせることに
より、所有者である法人等が識別されるほか、法人等の資産情報である取引価格が明らか
となる。財産管理上の情報は、経営方針等の事業活動を行う上でも内部管理に属する事項
に関する情報であり、公にすることにより当該法人等の事業運営上の地位が損なわれると
認められるため
（７条第４号）印影については、偽造された場合に当該不動産鑑定士の財産等を脅かすお
それがあるため
（７条第６号）取引事例に関する項目を開示すると取引当事者等との信頼関係を損ね、今
後、取引当事者等から土地取引内容についての情報が得られなくなり、今後の地価調査が
困難になるため

財務局財産
運用部管理
課

8 H30.9.3 H30.9.12

・多摩南部地域病院（29）本館・看護宿舎外壁・屋
上等改修工事
・東京都多摩障害者スポーツセンター（29）改修工
事
・東京スタジアム（30）改修工事の共通費算定書

11 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

9 H30.8.29 H30.9.12
都立竹台高等学校(30)体育館解体工事
別紙明細書 及び 共通費算定書

21 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

10 H30.9.3 H30.9.14
①都立七生特別支援学校(29)改築及び改修工事
②都立町田の丘学園(30)東校舎棟改築及び改修工事
共通費算定書

6 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

11 H30.9.14 H30.9.18
東京都石神井学園(30)サービス棟(仮称)ほか改築電
気設備工事の見積比較表

4 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

12 H30.9.4 H30.9.18

①東京都大島支庁職員公舎中河原住宅(30)改修給水
衛生設備その他工事
②都立東村山高等学校(30)改築空調設備工事
③都立七生特別支援学校(30)改築及び改修空調設備
工事
設計説明書 及び 共通費算定書

14 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

13 H30.8.23 H30.9.19

・東京スタジアム(30)改修電気設備工事
・東京都石神井学園(30)サービス棟(仮称)ほか改築
電気設備工事
・駒沢ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ公園総合運動場(30)硬式野球場増築及
び改修電気設備工事
・東京スタジアム(30)電気設備改修工事その２
・東京辰巳国際水泳場(30)改修電気設備工事
・東京体育館(30)受変電設備改修工事
の見積比較表、別紙明細書及び共通費算定書

203 1
財務局建築
保全部施設
整備第一課

14 H30.9.5 H30.9.19

都立七生特別支援学校(30)改築及び改修電気設備工
事
工事設計概括書、設計説明書、共通費算定書 及び
見積比較表

28 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

15 H30.7.23 H30.9.21

都立日野台高等学校(27)校舎改修工事
指定する職員が作成・協議した全ての文書・資料一
式（各種報告書・協議書・起案書・決裁書・議事
録・メモ等の一切。）。

1
　請求に係る文書については、当該工事竣工後、東京都教育委員会へ文書のの引継ぎを済
ませており、実施機関で保有していないため。

財務局建築
保全部施設
整備第二課

16 H30.8.23 H30.9.21

①都立八王子地区第二特別支援学校(仮称)(29)新築
電気設備工事
②都立東村山高等学校(30)改築電気設備工事
③都立七生特別支援学校(30)改築及び改修電気設備
工事
別紙明細書、共通費算定書 及び 見積比較表

174 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

表の見方 

＜決定区分＞ 

 ・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにすることで、非開示情報を開示してしまうことになるためあるかないかを明らかにしない）のうち、該

当する項目に「１」を記入しています。 

＜（根拠規定）条例7条＞ 

 ・一部開示及び非開示について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのか、該当する項目に「１」を記入しています。 

  東京都情報公開条例第７条第１号：法令秘情報 

              第２号：個人情報 

              第３号：事業活動情報 

              第４号：犯罪の予防・捜査等情報 

              第５号：審議・検討又は協議に関する情報 

              第６号：行政運営情報 



月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等
所管局部課

等

決定区分 （根拠規定）条例７条

              第５号：審議・検討又は協議に関する情報 

              第６号：行政運営情報 

              第７号：任意提供情報 

              第８号：特定個人情報 

              第９号：死者の個人番号 
 

＜公文書の件名＞について 

 ・特定の個人名、法人名又はそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。 

 ・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。 

＜総枚数＞について 

 ・他の開示決定と一体として決定を行っている場合は総枚数欄が空欄になります。 


